



ています｡ 今日は､ この三審制における問題点をご紹介したいと思います｡ 中国民事訴訟
法は､ 二審制を採用しているとのことですが､ その歴史や今日の実情についての考察など





的を論ずべきでしょうか｡ 実体的真実発見でしょうか､ 形式的真実発見でしょうか､ ある
いは手続的真実発見でしょうか｡ いろいろ議論されているところですが､ 個人的には､ 民
事紛争が私人間の紛争である以上､ 当事者は手を尽くして実体的真実発見につとめるに違
いなく､ したがって裁判所もそのために手を貸すことにつとめるべきであろうと考えます｡
ただ､ すべての事件を完全な形で解決することは､ 実際には､ 事件の量と質の観点からも
きわめて難しいとされることから､ 紛争の類型化が図られ､ 訴訟類型が確立され､ 審理法
則が打ち立てられ､ 手続の合理化が進められてきて､ そこで得られる事実関係は必ずしも
実体的真実に限られなくても是とするに至ったとみることができます｡ その結果､ 現在で















訟がかなりの割合 (約 25％) を占めるわが国の現状にあっては､ ｢裁判官は､ 自分の言い






















ります｡ このことは､ 審の審理を度外視して最初めからやり直すことではなく､ 第一審の
審理を土台として審理を続行し､ 新たな資料を補充し､ 第一審判決がなお維持できるもの
であるか否かの判断を決することであり､ 控訴審の審理構造として続審制が採用された所


















り､ 訴訟活動の中心が控訴審となり､ 第一審軽視になることはもとより､ 時間的かつ空間













3 続審制､ 事後審制､ 覆審制
控訴審判決は､ その型式として､ 原判決の出来がよくそれを維持する控訴棄却判決 (全
面的引用と限定的引用)､ 原審判決を全面的に書直してする控訴棄却判決のほか､ 原審判











せんが､ 第一審判決の引用の仕方について何らの限定をしていない点 (民訴規則 184 条)














ですが､ 控訴審判決の定型化は､ 審理手続にも大きな影響を与え､ その結果､ 続審主義を
維持したままで､ 事後審制を指向するという木に竹を接いだ感のある審理方式をあみだす













ます｡ すなわち､ 控訴審の判断が､ 判決主文において第一審判断と異なる場合にのみ第一
審判決が取り消されるという点で事後審的であり､ 控訴審が第一審の資料と新たに提出さ
れた資料を併せたうえで心証を形成し判決に至るという点で覆審的といえるからです｡ そ





















上記の点に関連する限りにおいて､ 控訴審判決の定型化は､ ｢訴訟手続の迅速化｣ とい
うことと密接な関係がありそうです｡ それは､ 早い判決を急ぐあまり､ 物語の作成を急ぐ
ことにあると思われるからです｡ 日本においても､ 旧民事訴訟法の時代 (一応 1947 年～
1989 年まで) から､ 裁判官は訴訟当事者が提出する訴訟資料をもとに紛争解決のための
物語 (判決) を提供すべく努力が続けられていますが､ かつて (旧法時代) は､ 民事紛争
が私的なものである側面を強調しすぎたことから､ 放任するかのように訴訟当事者任せの
訴訟運営を続けたといわれ､ 結果として漂流型審理にならざるを得なかったとされます｡
この間､ 裁判官の間では､ 訴訟審理の ｢迅速化｣ という語を用いることさえタブー視され
たということですが､ その後の訴訟事件数の厖大化､ 訴訟事件の長期化が進む中で､ 訴訟
審理上の工夫としての ｢和解兼弁論｣ や ｢争点中心型審理｣ が施行され､ さらに､ その後




時代の反省もあって､ 猛烈な ｢迅速化｣ にさらされたことになります｡ この手続の迅速化
は､ ワードプロセッサーの活用とその普及そしてパーソナルコンピューターの発展普及に
よってもたらされたところ大ということができます｡ 裁判所にワードプロセッサーが導入



























大きく異なると思われるのは､ 民事事件の場合､ 紛争当事者たる訴訟当事者は､ 訴訟手続
終了後も社会生活上何らかの一定の関係 (人間関係) を保ち続けていかなければならない
ことが多い点であり､ 裁判官は ｢当事者の納得｣ を前提とした事案解明に神経を注ぐ必要











日時：平成 25 年７月 2日午前 8時～ 9時 30 分
場所：南開大学法学院本館 303 教室
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